
昭和三十年政令第百五十一号

地方揮発油税法施行令

内閣は、地方道路税法（昭和三十年法律第百四号）の規定に基き、及び同法を実施するため、この政令を制定する。

（担保の提供）

第一条　地方揮発油税法（以下「法」という。）第八条第一項又は第二項の規定の適用がある場合において、揮発油税法（昭和三十二年法

律第五十五号）第十三条第一項、第二項若しくは第四項の規定により担保を提供する者又は同条第三項後段若しくは同法第十八条第一項

の規定により提供を命ぜられた担保を提供する者は、その提供する各担保物又は保証人の保証において、揮発油税額の二百四十分の四十

七に相当する地方揮発油税額をあわせて担保しなければならない。

２　地方揮発油税に係る担保は、揮発油税に係る担保を提供すべき国税庁長官、国税局長、税務署長又は税関長に対してあわせて提供しな

ければならない。

（担保についての国税通則法等の適用の特例）

第二条　国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）及び国税通則法施行令（昭和三十七年政令第百三十五号）の担保に係る規定を地方揮

発油税及び揮発油税の担保につき適用する場合には、これらの税に係る担保についてあわせて適用しなければならない。

（控除又は還付を受けようとする地方揮発油税額の計算に関する書類）

第三条　揮発油税法施行令（昭和三十二年政令第五十七号）第十一条第四項の規定は、法第九条第三項の規定により揮発油税法第十七条第

五項の規定が準用される場合における地方揮発油税に係る当該書類について準用する。

附　則　抄

１　この政令は、昭和三十年八月一日から施行する。

附　則　（昭和三二年四月六日政令第五八号）　抄

１　この政令は、地方道路税法の一部を改正する法律（昭和三十二年法律第五十六号）施行の日から施行する。

附　則　（昭和三四年四月九日政令第一一二号）

１　この政令は、昭和三十四年四月十一日から施行する。

２　この政令の施行前に提供された担保については、なお従前の例による。

附　則　（昭和三六年四月一日政令第八八号）　抄

１　この政令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三七年四月二日政令第一三六号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、国税通則法の施行等に伴う関係法令の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）の施行の日から施行する。

附　則　（昭和三九年三月三一日政令第八六号）　抄

１　この政令は、昭和三十九年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四一年三月三一日政令第八四号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、昭和四十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四二年五月三〇日政令第八八号）　抄

１　この政令は、昭和四十二年六月一日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三一日政令第一〇七号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成三一年三月二九日政令第一〇〇号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、令和十六年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　所得税法等の一部を改正する法律（平成三十一年法律第六号）附則第一条第十二号に掲げる規定の施行前に課した、又は課すべきであ

った揮発油税及び地方揮発油税については、同法附則第二十六条及び第八十二条に規定する場合を除き、なお従前の例による。

附　則　（令和元年六月二八日政令第四四号）　抄

（施行期日）

第一条　この政令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

附　則　（令和六年三月三〇日政令第一四八号）　抄

（施行期日）

１　この政令は、令和六年十月一日から施行する。
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